
評価シート（B）　（施策評価：施策を構成する事業の評価）

事業の手段
（内容）

業績
指標名
（単位）

H１６ H１７

事業費計（千円） 5,994 2,569 1,203
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【】
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【】
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【】
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【】

5,994 2,569 1,203

13

企業のＩＴ化を支
援する

92.5

ＩＴコーディ
ネータ等の
派遣回数

4993
ＩＴコーディネータ
等の派遣

ＩＴコーディ
ネータ等の
派遣企業数

36 21

166.5 122.3

2201 企業

（何をしたのか）
（事業の活動
量。「事業の

手段」に対応）

事業名

【担当課】

IT活用経営革新支
援事業（H16年度か
ら県中小企業支援
センター事業へ組
替）

【新産業振興課】

事
業
番
号

事業の
対象

成果指標の値

H１６

（誰・何を対象
として）

事業費
（決算(見込)額，千円）

施策を構成する事業の分析

活動（事業）／活動（事業）によりもたらされた結果 活動（事業）によりもたらされた成果

業績指標の値

（事業の成
果。「事業の

目的」に対応）

（対象をどういう状
態にしたのか）

単位当たり事業費（千円）

事業の目的
（意図）

H１８ 成果
指標名
（単位）

H１７ H１８

Ｂ

政策名

施策概要

施策番号 4

新しい時代を担う産業人の育成

施策名 ＩＴ(情報技術)等社会経済の変化に対応した人材の育成

経済商工観光部新産業振
興課

関係部課室

2434

対象年度 Ｈ１８ 作成部課室

政策整理番号 14 施策番号 4

3政策番号

政策評価指
標／達成度

2 － 4 －

情報技術活用による経営革新をめざして専門家
の派遣を受けた中小企業数

達成度：A（目標値を達成している），B（目標値を達成していないが、設定時の値から見て指標が目指す方向に推移している）
　　　　　C（目標値を達成しておらず、設定時の値からみて指標が目指す方向と逆方法に推移している），…（現状値が把握できない等のため判定不能）

ＩＴの活用や環境問題などの社会経済の変化に対応できる人材の確保や育成を目指します。



施策を構成する事業の方向性施策を構成する事業の分析

・効率的な対応により１社当たりの事
業費を低下することができたことから、
事業は効率的に実施されたと判断す
る。

・情報技術活用による経営革新を目指
す中小企業等にとっては必要な事業で
あり、また、国・市町村等においては、類
似する事業を行っていないことから、県
が主体的に行うことは適切と考える。

・派遣内容の見直し及びＰＲ不足等によ
り派遣企業数及び派遣回数は減少した
が、支援を受けた企業等の情報技術活
用力は高まっており、事業の効果はあっ
たと考えられる。

【国，市町村，民間団体との役割分担は適切
か】
【施策目的及び社会経済情勢を踏まえた事
業か】
【事業間で重複や矛盾がないか】

【成果指標の推移から見て，事業の成果が
あったか】
【施策目的の実現に貢献したか】

活動（事業）の分析
活動（事業）の次年度（平成２０年

度）の方向性とその説明

B-2 事業の有効性 B-3 事業の効率性

【事業は効率的に執行されたか（単位当た
り事業費の推移その他から）】

B-1 施策実現にむけた県の関与
の適切性と事業設定の妥当性

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-2 事業の
有効性」を総括して記載

適切 概ね有効

・ＩＴ（情報技術）等社会経済の変化
に対応した人材の育成を行うため
には必要な事業であり、また現時
点では唯一の事業である。なお、
他団体等で実施していない中で県
が主体的に行っているものであり、
重複等もないことから「適切」と判断
した。

効率的
【評価の根拠】
※Ｂ－１，２，３を総括し施策を総合的に評価

Ｂ－３　事業群の効率性 概ね適切

Ｂ－１，２，３　施策を構成する事業群の評価 B　施策評価（総括）

Ｂ－１ 施策実現にむけた県の関与の
適切性と事業群設定の妥当性

Ｂ－２　事業群の有効性

【施策の次年度（平成２０年度）の方向
性】※この施策における今後の課題等を記載

・成果指標の値を目標値に近づけてい
くためには、事業の活用を促進するた
め積極的に事業のＰＲを行うとともに、
関連する他の施策と連携しながら事業
を展開していくことが必要である。

・成果指標等の値は減少したが、派
遣内容の充実により効果が高まっ
ていると思われることから「概ね有
効」と判断した。

・事業は効率的に実施されている
と判断できるので、「効率的」と判
断した。

・施策実現に向けた県の関与の適切
性、事業の有効性、効率性は適切に
行われていると思われる一方、成果指
標の値が減少していることから、全体
的には「概ね適切」に行われていると
判断する。

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-3 事業
の効率性」を総括して記載

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-1 事業へ
の県の関与の適切性と事業設定の妥当性」
を総括して記載

方向性 方向性に関する説明

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

取組番号 取組名

維持

・県内中小企業の情報技術活用
による経営革新を進めるため、こ
れまで同様にITコーディネータ等
の企業派遣を行っていく。

取組11 経営力の向上と経営基盤の強化



政策評価指標分析カード（整理番号１） 14

対象年度 Ｈ１８ 作成部課室 経済商工観光部 新産業振興課      関係部課室

562434 政策整理番号

政策名 新しい時代を担う産業人の育成 2政策番号 － 4 － 3

施策番号 4 施策名 ＩＴ(情報技術)等社会経済の変化に対応した人材の育成

政策評価指標 単位

情報技術活用による経営革新をめざして専門家の派遣を受
けた中小企業数

社

目標値 Ｈ１７ 160 Ｈ２２ 360

評価年 初期値 Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

測定年 H14 Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

現況値 39 39 90 126 147 160

仮目標値 120 160

･･･ A A Ｂ

・事業の需給関係を表すには、当該指標は有効である。

・現況値の伸びは昨年度よりも下回ったが、１３企業に対して延べ４９回専門家を派遣をしており、これまで派遣した企業は１６０社と確実に増加してい
る。なお、派遣企業数が減少した原因としては、Ｈ１７年度に派遣内容を変更したことと、ＰＲ不足などが考えられるので、今後は積極的に事業のＰＲを
行うとともに、企業ニーズの発掘を行っていく。

政策評価指標の妥当性【施策の有効性を評価する上で適切な指標か】

達成度：A（目標値を達成している），B（目標値を達成していないが、設定時の値から見て指標が目指す方向に推移している）
　　C（目標値を達成しておらず、設定時の値からみて指標が目指す方向と逆方法に推移している），…（現状値が把握できない等のため判定不能）

達成状況の背景（未達成の場合はその理由等）・今後の見通し

政策評価指標の概要

ＩＴ活用経営革新事業を利用し，経営革新を図るために専門家の支援を受けた企業数（累計）

200

達成度 B

80

施策番号 4

政策評価指標の選定理由

・ＩＴ（情報技術）分野における人材の育成については，ＩＴを現場で実践することが課題であることから当該指標を選定した。
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